
入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
本案件は、競争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明書

等」という。）の提出、入札を電子調達システム（ＧＥＰＳ）で行う
対象案件です。

平成２９年６月２６日

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局
川崎国道事務所長 山下 眞治

１ 調達内容
(1) 業務件名

29川崎国道行政文書等管理支援業務H
（電子調達システム対象案件）

(2) 調達案件の仕様等
本業務の概要は、以下のとおりとする。

・文書管理業務 １式
(3) 履行期間

契約の翌日から平成３０年３月２３日まで
(4) 履行場所

川崎国道事務所外３箇所
①川崎国道事務所 川崎市高津区梶ヶ谷２－３－３
②川崎建設監督官詰所 川崎市川崎区中瀬３－１
③湾岸建設監督官詰所 品川区八潮１－１－３
④町田建設監督官詰所 町田市鶴間３－１０３－４

(5) 入札方法
落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の100分の8に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額とする｡)
をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札書に記
載すること。
原則として、当該入札の執行において入札執行回数は２回を限

度とする。なお、当該入札回数までに落札者が決定しない場合
は、原則として予算決算及び会計令第99条の2の規定に基づく随
意契約には、移行しない。

(6) 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用
１）電子調達システムによる入札参加を希望する場合は、電子
認証（ＩＣカード）を取得していること。また、確認書を３



(１)の問い合わせ先に事前にＦＡＸにて提出すること。
２）電子調達システムによりがたい場合は、証明書等とともに
紙入札方式参加願を提出するものとすること。

２ 競争参加資格
(1)入札参加者に要求される資格

1)基本的要件
① 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者

であること。
② 平成２８・２９・３０年度国土交通省競争参加資格（全省庁

統一資格）「役務の提供等」のB又はC等級に格付けされた関
東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。
なお、「競争参加資格者の資格に関する公示」（平成２９年

３月３１日付官報）に記載されている時期及び場所で競争参
加資格の申請を受け付ける。

③ 会社更生法に基づき更生手続開始の申し立てがなされている
者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされて
いる者(競争参加資格に関する公示に基づき②の競争参加資格
を継続する為に必要な手続きをおこなった者を除く。）でな
いこと。

④ 証明書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、関東地
方整備局長から指名停止を受けていないこと。

⑤ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこ
れに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要
請があり、当該状態が継続している者でないこと。

⑥ 本業務に事業協同組合として証明書等を提出した場合、その
構成員は、単体として証明書等を提出することはできない。

⑦ 入札説明書の交付を直接受けた者であること。
（3(3)の交付方法により直接入札説明書を入手した者である
こと。）

⑧ 平成24年度以降に完了した業務のうち、国・都道府県・特殊
法人等が発注した業務で、元請けとして本件に含まれる実績
があることを証明できること。
「本件に含まれる実績」とは、行政文書の管理（登録・保存
・廃棄・整備・リスト作成・データベース管理・行政文書管
理のためのシステム運用の全てを含む。）及び文書管理環境
の改善業務（調査・分析・改善の全てを含む。）の履行実績
をいう。

⑨ 情報セキュリティマネジメントシステムの認証を取得してい
ること。

⑩ 配置予定の管理技術者は、次の要件を満たすこと。
本業務全般を掌握し、業務従事者全員を管理・監督する能力
と十分な経験を有する者で、以下の資格及び実務経験を全て
有する者とする。



a)「ファイリング・デザイナー２級以上」及び「公文書管理
検定・実務編以上」の資格を有する者。

b) 管理技術者として行政文書の管理（登録・保存・廃棄・整
備・リスト作成・データベース管理・行政文書管理のため
のシステム運用の全てを含む。）及び文書管理環境の改善
業務（調査・分析・改善の全てを含む。）の実務経験を通
算３年以上を有する者。

⑪ 配置予定の現場管理者は、次の要件を満たすこと。
管理技術者の指示のもとで技術員の指揮・監督を行う能力と
十分な経験を有する者で､以下の資格及び実務経験を有する
者とする。

a)「ファイリング・デザイナー３級以上」及び「公文書管理
検定・実務編以上」の資格を有する者

b)現場管理者として行政文書の管理（登録・保存・廃棄・整
備・リスト作成・データベース管理・行政文書管理のため
のシステム運用の全てを含む。）及び文書管理環境の改善
業務（調査・分析・改善の全てを含む。）の実務経験を通
算３年以上を有する者。

⑫ 技術員のうち1名以上は、行政文書の管理（登録・保存・廃
棄・整備・リスト作成・データベース管理・行政文書管理の
ためのシステム運用の全てを含む。 の実務経験を1年以上有）
し、かつ、「ファイリング・デザイナー３級以上」及び「公
文書管理検定・実務編以上」の資格を有する者とする。

⑬ ⑩～⑫については兼務できない。
⑭ 本業務において、管理技術者、現場管理者及び技術員がや

むを得ない事情により従事できなくなった場合に備えて、同
等または同等以上の資格及び実務経験を持った交替要員を確
保した体制を備えていることを証明した者であること。

２)入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がない
こと。(入札説明書参照)

３ 証明書等及び入札書の提出場所等
(1) 電子調達システムのＵＲＬ、証明書等・入札書の提出場所、契

約条項を示す場所及び問い合わせ先
政府電子調達システム（ＧＥＰＳ）
https://www geps go jp/. . .
〒213 8577-
神奈川県川崎市高津区梶ヶ谷２－３－３
関東地方整備局 川崎国道事務所 経理課 契約係
電話 044 888 6412 内線224- -
ＦＡＸ 044 854 1620- -

(2) 紙入札方式による証明書等・入札書の提出場所、契約条項を示
す場所及び問い合わせ先

上記(1)の問い合わせ先に同じ
(3)入札説明書の交付期間、交付場所及び交付方法



１) 入札説明書を電子調達システムにより交付する。
交付期間は平成２９年６月２６日から平成２９年８月３日ま
でとする。

２) やむを得ない事由により、上記交付方法による入手ができ
Uない入札参加希望者に対しては、記録媒体（ＣＤ－Ｒ等、

は不可）を上記（１）に持参又は郵送することにより電SB
子データを交付する。持参による場合は、上記（１）に記録
媒体を持参すること。郵送による場合は、上記（１）に記録
媒体、返信用の封筒（切手を貼付）、入札参加希望者の連絡
先がわかるものを同封すること。受付期間は平成２９年６月
２６日から平成２９年８月２日までの土曜日、日曜日及び休
日等（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）
第１条第１項に規定する行政機関の休日（以下「休日」とい
う。))を除く毎日、９時１５分から１８時００分まで（最終
日は１６時まで）とする。

(4) 電子調達システムによる証明書等の提出期限、紙入札による証
明書等の提出期限

平成２９年７月１２日 １３時００分
(5）電子調達システムによる入札書の提出期限、紙入札による入札

書の提出期限
平成２９年８月２日 １６時００分

(6) 開札の日時及び場所
平成２９年８月３日 １０時００分
関東地方整備局 川崎国道事務所 入札室

４ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限る。
(2) 入札保証金及び契約保証金

免除。
(3) 入札者に要求される事項

１) 電子調達システムにより参加を希望する者は、証明書等を３
（4）の提出期限までに、３(1)に示すＵＲＬに提出しなければ
ならない。

２) 紙入札方式により参加を希望する者は、必要な証明書等を
３（4）の提出期限までに、３(2)に示す場所に持参又は書留郵
便等（書留郵便及び「民間事業者による信書の送達に関する法
律」（平成１４年法律第99号）第２条第６号に規定する一般信
書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者の
提供する同条第２項に規定する信書便のうち、引き受け及び配
達記録をした信書便をいう。）により提出しなければならない。

(4) 入札の無効
本公告に示した競争参加資格を有しない者のした入札、証明書

等に虚偽の記載をした者のした入札、入札に関する条件に違反し
た入札は無効とする。(入札説明書、関東地方整備局競争契約入札



心得、一般競争入札(電子調達システム)に際しての注意事項参
照)

(5) 契約書作成の要否
要。

(6) 落札者の決定方法
予算決算及び会計令第79条の規定に基づいて作成された予定価

格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落
札者とする。

(7) 手続における交渉の有無
無。

(8) 詳細は入札説明書による。


